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  事故発生場所概略図（対馬付近） 

A船の事故発生場所 

（平成27年9月1日 03時23分ごろ発生） 

注）赤点線枠は転覆漁船 

対馬東方沖で複数の漁船が転覆し、５人が死亡 

漁船 第一吉栄丸 転覆 ほか 

概要：漁船第一吉栄丸（A船、18トン)は、船長及び甲板員1人が乗り組み、上対馬及び下対馬地区に強風注
意報及び竜巻を付加事項として雷注意報が発表されていた状況下、長崎県対馬市上島東方沖において、パラ
シュート型シーアンカーを投入して漂泊中、平成27年9月1日03時29分ごろ、転覆した。 
A船は、船長及び甲板員が負傷し、船体が全損となった。 

詳細な調査結果は事故調査報告書をご覧ください。(2016 年 3 月 31 日公表) 
http://www.mlit.go.jp/jtsb/ship/rep-acci/2016/MA2016-3-38_2015mj0090.pdf 

D 船 漁船 第三海漁丸 転覆    http://www.mlit.go.jp/jtsb/ship/rep-acci/2016/MA2016-3-37_2015mj0089.pdf 

E 船 漁船 恵比須丸 転覆      http://www.mlit.go.jp/jtsb/ship/rep-acci/2016/MA2016-3-40_2015mj0092.pdf 

F 船 漁船 第 8金比羅丸 転覆  http://www.mlit.go.jp/jtsb/ship/rep-acci/2016/MA2016-3-41_2015mj0093.pdf 

G 船 漁船 第五住吉丸 転覆    http://www.mlit.go.jp/jtsb/ship/rep-acci/2016/MA2016-3-39_2015mj0091.pdf 

本事故当時、上島東方沖にはA船のほか15隻の漁

船（B～P船）が操業していたが、このうちA船を

含め5隻が転覆し、併せて5人が死亡した。 

Ａ船の転覆の状況 

転覆(03 時 29 分ごろ) 

Ｄ船 9月1日 03時23分頃 2人乗組み 2人死亡 

Ｅ船 9月1日 03時55分頃 1人乗組み 死傷なし 

Ｆ船 9月1日 03時55分頃 2人乗組み 2人死亡 

Ｇ船 9月1日 03時35分頃 1人乗組み 1人死亡 

 

Ａ船は、船尾から打ち込んだ海水が換気のために開放され
ていた本件引き戸から流れ込み、閉鎖していた機関室への
入口戸を押し外して機関室内に流入し、03時10分ごろ主機が
停止し、繰り返し海水の打ち込みを受け、03時20分ごろ左舷
側にゆっくりと傾いてブルワーク上端が没水し,横傾斜が復元
せずに転覆した 

Ａ船は、9月1日03時00分ごろ、風速約20～30m/sの南風が吹
き、東方から波高約3ｍの波がある状況下、操業をやめ、帰
航しようとしたが、パラシュートアンカーを揚げることができ
ず、引揚げ索を元に戻して漂泊を続けた 

船長Ａは、対馬漁業無線局からの無線による気象情報をほ
とんど利用していなかった上に、同漁業無線局から9月1日
00時45分に気象庁が発表した強風注意報が04時55分に無
線放送されたことから、上対馬及び下対馬地区に発表され
た強風注意報及び竜巻を付加事項とした雷注意報を入手し
ていなかった 

A船は、平成27年8月31日15時00分ごろ、上島東方沖の漁場
に向けて千尋藻漁港を出港し、16時00分ごろ漁場に到着し、
船首から直径約20ｍのパラシュートアンカーを投入し、長さ
約40ｍの本綱等につないで漂泊し、操業を開始した 

原因：本事故は、夜間、A船が、上対馬及び下対馬地区に強風注意報及び竜巻を付加事項とした雷注意報が発表
されていた状況下、上島東方沖において、約20～30m/sの南風及び東方から波高約3ｍの波を受けてパラシュート
型シーアンカーで漂泊中、船員室の出入口である賄い室船尾側の引き戸が開放されていたため、船尾から打ち込
んだ海水が機関室に流入し、船体が左舷側へ傾いてブルワーク上端が没水し、復原せずに転覆したことにより発
生したものと考えられる。 
船員室の出入口である賄い室船尾側の引き戸が開放されていたのは、乗組員が、天候が悪化しないだろうと思

い、ふだんどおりに船員室の換気を行っていたことによるものと考えられる。 
乗組員が風の増勢を予測できなかったのは、上対馬及び下対馬地区に発表された強風注意報及び竜巻を付加事

項とした雷注意報を入手していなかったことによるものと考えられる。 
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１ 各種刊行物の発行 

運輸安全委員会では、個別の報告書に加えて、各種刊行物を作成し、公表しています。 

各種刊行物は、ホームページに掲載するとともに、広く皆様に活用していただくため、ご希

望の方へ「運輸安全委員会メールマガジン」配信サービスによる案内を行っています。 

メールマガジン配信サービスは、航空・鉄道・船舶関係事業者、行政機関、教育・研究機関

など多くの方に活用いただいています。 

また、運輸安全委員会からの情報発信のあり方について、効果的でより適切な実施方法等を

検討するため、事業者等と意見交換を行っています。今後とも、頂いたご意見等を参考にして

改善を図って参ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 運輸安全委員会ダイジェストの発行  

運輸安全委員会では、事故の再発防止・啓発に向け、皆様のお役に立てていただくことを目

的として、各種統計に基づく分析やご紹介すべき事故事例を掲載した「運輸安全委員会ダイジェ

スト」を発行しています。 

また、海外向け情報発信の充実に向けた「JTSB Digests（運輸安全委員会ダイジェスト英語

版）」も発行しています。 

平成28年は、「運輸安全委員会ダイジェスト」を4回発行（4,6,9,12月、20-23号）し、「JTSB 

Digests」を1回発行（5月）しました。 

第６章 事故防止等に向けて 

メールマガジンの配信登録は 
コチラから 
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各号の内容は、以下のとおりです。 

①  運輸安全委員会ダイジェスト第20号[鉄道事故分析集]「自動車等の踏切事故防止に向

けて（平成28年4月15日発行） 

・事故概要 

・事故調査事例「列車が接近している状況で、トラックが踏切内に進

入して列車と衝突」 

・事故調査事例「踏切で落輪して停車していた軽自動車に、列車が衝

突して脱線」 

・事故調査事例「踏切内で停止していた普通貨物自動車に、列車が衝

突」 

・事故調査事例「列車が接近している状況で、軽貨物自動車が踏切内に進入して列車と衝

突」 

 

②  運輸安全委員会ダイジェスト第21号[船舶事故分析集]「旅客船事故の防止に向けて」

（平成28年6月30日発行） 

・発生傾向 

・事故調査事例「フェリーが風で圧流されて岸壁に接触し、客席から

離れていた旅客が負傷」 

・事故調査事例「フェリーが港外の漁船群を避けたところ、浅瀬に乗

り揚げて車両甲板に浸水」 

・事故調査事例「小型旅客船がGPSプロッターの航跡から逸脱して乗り

揚げ、旅客14人が負傷」 

・事故調査事例「海上タクシーで火災が発生し、海に飛び込んだ旅客2人が死亡」 

・事故調査事例「小型旅客船が波を乗り越えた際に波間に落下し、旅客3人が負傷」 

 

③  運輸安全委員会ダイジェスト第22号[航空事故分析集]「個人小型機及び滑空機の事故

防止に向けて（平成28年9月27日発行） 

・発生状況 

・事故調査事例「動力滑空機が、曳航機から離脱後、エンジンが始動

せず高度が大きく低下したため墜落」 

・事故調査事例「小型機が、慣熟飛行からの帰投中、燃料が枯渇し不

時着して機体を損壊」 

・事故調査事例「滑空機が、必要な高度以下にもかかわらず訓練を継

続したため、ハードランディングとなり機体を損傷」 

・事故調査事例「小型機が、慣熟飛行中、着陸した際に脚が出ておらず胴体着陸となった」 
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④  運輸安全委員会ダイジェスト第23号[船舶事故分析集]「内航貨物船・内航タンカーの衝

突事故防止に向けて」（平成28年12月13日発行） 

・発生状況 

・事故調査事例「太陽光がまぶしい中、８海里レンジとしたレーダー

で探知できず、漁船と衝突」 

・事故調査事例「２そう船びき網漁の漁船を単独で操業していると思

い、後方を通過して漁具と衝突」 

・事故調査事例「ほぼ同じ針路及び速力で航行し、反航してきた外航

貨物船と衝突」 

・事故調査事例「視界制限状態で、同航船を追い越すことに意識を向け、外航貨物船と衝

突」 

・事故調査事例「船橋の情報共有がなかった内航タンカーと見張りを増強しなかった内航

貨物船とが衝突」 

・事故調査事例「視界制限状態で、水路を左寄りに航行した内航貨物船と右転を続けた内

航貨物船とが衝突」 

・事故調査事例「操船経験の浅い当直者が自動操舵装置のダイヤルを回して避けようとし、

押船列と衝突」 

・事故調査事例「平戸瀬戸の左側（東側）を南進し、引船列と衝突」 

 

⑤ Close call incidents in the field of aviation（平成28年5月17日発行） 

 

 

３ 地方版分析集の発行 

運輸安全委員会では、各地方事務所が、その管轄区域内で調査した船舶事故に関して、それ

ぞれ特色のある海域、船種、事故の種類など、テーマを絞って分析を行い、船舶事故等の防止

に関する各種の情報提供を行うため、地方版分析集として発行しています。 

 

（平成28年発行の地方版分析集） 

 

 

 

 

函 館 

 

漁船乗組員死亡事故の状況 

～北海道沿岸漁業に潜む危険性～ 
 

（主な内容） 

・北海道周辺海域における漁船関連事故の状況 

・漁船乗組員死亡事故の状況 

・事故事例（3例） 

・まとめ ～漁船乗組員死亡事故の再発防止に向けて～ 
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個々の地方版分析集を読んでいただくと、地方特有の事故事情について知るだけでなく、新

たな事故防止のヒントを発見していただけるかもしれません。 

各地方事務所では、更に内容の充実を図りながら、今後も定期的に地方版分析集の発行に取

り組んでいきます。 

 

 

 

仙 台 

 

 

 

東北地方沿岸における養殖施設等損傷事故の状況 

～確かな情報入手（船位の確認と事前の調査）で 

養殖施設等への進入ゼロへ～ 
 

（主な内容） 

・養殖施設等損傷事故の発生状況 

・事故事例（3例） 

・事故から得た教訓 

横 浜 

 

安全にマリンレジャーを楽しむために！ 

～東京湾周辺海域における死傷事故防止に向けて～ 
 

（主な内容） 

・発生状況 

・事故の状況 

・事故事例（3例） 

・まとめ ～安全にマリンレジャーを楽しむために！～ 

 

 

神 戸 

 

海に出現！のり養殖施設の‘いろいろな表情’ 

～鹿ノ瀬～ 
 

（主な内容） 

・事故事例（3例） 

 

 

 

 

門 司 

 

ちょっとそこホントに通れますか？ 

～福岡県宗像市 地ノ島と鐘崎間での乗揚～ 
 

（主な内容） 

・事故事例（3例） 

・安全情報 

・まとめ 

 

 

 

那 覇 

 

居眠りの主な要因は、睡眠不足と疲労！ ～ 沖縄周辺の海域における漁

船の居眠り運航事故防止に向けて～ 
 

（主な内容） 

・発生状況 

・事故事例（2例） 

・まとめ 
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４ 運輸安全委員会年報の発行 

平成27年の活動全般を紹介することにより事故等の教訓を広く共有するた

め、平成28年7月に年次報告書として「運輸安全委員会年報 2016」を発行し

ました。 

また、海外に向けた情報発信への取り組みの一環として、同年報に記載の

トピックを海外の方々に知っていただくため、平成28年10月に、英語版年報

「JAPAN TRANSPORT SAFETY BOARD ANNUAL REPORT 2016」を発行しました。 

 

 
 

 

問い合わせ電話の謎 
 
神戸事務所 

 
船舶事故等の原因調査を主な業務とする運輸安全委員会神戸事務所は、業務と関わ

りのない問い合わせや相談のお電話を頂くことがあります。 
例えば、「大型車の免許はどこで取得できるのか」、「ガードレールについている光

る部品のようなものが家の前に落ちていた。国土交通省のシールが貼ってあるのだが
捨てていいものか」、「〇〇社製の車に乗っているが、新聞発表されたリコールの対象
なのか教えてほしい」等々。 

 
どうして神戸事務所に問い合わせされたのかと疑問に思い、お電話を掛けてこられ

た方にお尋ねしてみたところ、「“電話会社が配っている黄色い電話帳”の先頭に掲載
されていたから」とのこと。 

早速確認してみますと、官公署ページの国の機関（国土交通省）の先頭に運輸安全
委員会が掲載されていました。なるほど、五十音順だとそうなるのですね。 

 
謎が解決しました。 
では、業務と関わりのない問い合わせや相談のお電話にどう対処すればよいので

しょう？ 
 
運輸安全委員会の職員は当委員会のミッションや行動指針を常に念頭におき、業務

の遂行に当たっています。一般の方に対しましても、必要な情報を探してお知らせし
たり、適切な相談先をご案内したり、出来ることはささやかですが、お電話を掛けて
こられた方々に丁寧に対応して参りたい。運輸安全委員会のミッションとともに、こ
うした思いを胸に日々勤務しています。 
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個々の地方版分析集を読んでいただくと、地方特有の事故事情について知るだけでなく、新
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仙 台 
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５ 船舶事故ハザードマップ ～より使いやすく～ 

運輸安全委員会は、公表した船舶事故等報告書を有効に活用していただくため、地図上から

報告書を検索できる「船舶事故ハザードマップ」をインターネットサービスとして、平成25年

5月末から提供を始め、平成26年4月から外国の船舶事故調査機関が公表している調査報告書を

世界地図上から検索できるようにした「船舶事故ハザードマップ・グローバル版」（J-

MARISIS:Japan-Marine Accident Risk and Safety Information System）を公開しました。 

また、モバイル端末によるインターネット利用者が増え、スマート

フォンやタブレットで使いやすいようにしてほしいとの要望を受け

たことから、平成27年6月末から「船舶事故ハザードマップ・モバイ

ル版」を公開しています。 

 タッチパネルに対応した表示ボタンやレイアウトに変更して操作

性を向上させ、モバイル端末のGPS機能を利用して現在地付近の情報

を表示することができるようにもなっており、プレジャーボートや

遊漁船などの小型船舶のユーザーに、航行しようとする海域の事故

情報や航行の参考となる情報を簡単に確認していただけるように

なっています。 

 

船舶事故ハザードマップ http://jtsb.mlit.go.jp/hazardmap/mobile/index.html 

 

 

 

 運輸安全委員会では船舶事故ハザードマップをご利用いただいた方からのご意見やご要望などを 

受け付けております。ホームページ「ご意見・お問い合わせ」のコーナーからお送り下さい。 

ご意見・お問い合わせ http://www.mlit.go.jp/jtsb/toi.html 

 

事故情報を表示した画面 

第６章 事故防止等に向けて 

運輸安全委員会年報 2017 

111 

 
事故調査と気象 

 
事故防止分析官 

 
事故防止分析官は、航空・鉄道・船舶の各モードの事故調査データを分析し、事故の防

止や事故が発生した場合の被害の軽減につながる勧告・意見の発出のほか、「運輸安全委
員会ダイジェスト」のようなテーマを絞った安全啓発資料や「船舶事故ハザードマップ」
のような事故の多発箇所や事故の種類を示した周知啓発資料の作成などを担当していま
す。このため、データの収集と分析を行うスタッフは、仕事柄それぞれの専門交通分野
以外の報告書に触れる機会も少なくありません。 

事実情報の叙述とその分析、分析から導き出される原因という事故調査報告書の基本
的な構成はどの分野も変わりありませんが、一方で、記載する情報の細部や文章の書き
ぶりに交通分野の“ならでは”が現れている部分もあります。 

例えば、事故調査において、気象状況が事故の発生に影響したか否かの分析は欠かす
ことができませんから、気象に関する情報は交通分野を問わず報告書に記載されます。
その一方、航空、鉄道、船舶の報告書に共通して書かれるのは、事故発生時の天気、つ
まり「晴れ」や「曇り」などに限られており、その他の情報は分野毎に少しずつ異なっ
ています。航空機の事故等調査報告書では、当然と言えば当然ですが、風や気圧など飛
行に影響する情報が特に詳細で、雲量、雲形、雲底など雲の情報が記載されることがあ
るところも航空ならではでしょう。もちろん風は船舶の運航にも大きく作用する要素で
すが、船舶事故においては、やはり海象、つまり波高、波⾧、波の周期や潮の満ち干な
どの状況が、特に詳細に記載されている点が特徴です。落水者の生存要因の情報として
海水温が載ることもあります。一方、鉄道事故においては、ときに地震に関する情報が
記載されます。これは地震に伴い発生した脱線事故等についても調査が行われるためで、
「P 波」、「S 波」などはよく目にする用語です。 

ところで、風に関する情報を記載する場合、国際単位系は「m/s（メートル毎秒）」で表
しますが、航空事故調査では「kt（ノット、knot。1kt は 0.514m/s で 1.852km/h）」も
一般的に使用されています。また、船舶事故調査では風の強弱を段階的に表した階級に
基づく「風力」も一般的に使われており、気象庁風力階級表によると風力１は「風速
0.3m/s 以上 1.6m/s 未満（1kt 以上 4kt 未満）」で、気象庁風力階級の基となった
「ビューフォート風力階級」では、風力 1 のときの地表物の状態として「風向きは煙が
なびくのでわかるが、風見には感じない。」と説明されています。鉄道事故調査の場合
は独特な使い方は見受けられず、m/s が使用されています。こうした違いは、従来から
それぞれの交通分野で使用されてきた単位であるとか、情報源の特徴による使い分けな
どであることは興味深いところです。 

「運輸安全委員会年報」の読者の皆さんの多くは、いずれかの交通分野にご関係のあ
る方かと思いますが、ご専門以外の分野の事故調査報告書もご覧になっていただければ、
それぞれの特徴にお気付きになることもあると思います。 
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６ 出前講座（講習会等への講師派遣） 

 

 運輸安全委員会では、私たちの行っている業務について

もっと知っていただくとともに、皆さんのご意見やナマの

声を聞かせていただく場として「出前講座」を行っていま

す。 

 講師を派遣できる講座としては、航空・鉄道・船舶の事

故等の防止、被害の軽減に役立てていただくお話で、各種

講演会や学校等へ職員を講師として派遣しています。 

 講演の内容は、ご依頼いただいた団体が選ばれた講座を

基に、受講者のニーズに合わせた内容を盛り込むなど柔軟に対応しています。 

 申込み方法は、運輸安全委員会のホームページをご覧ください。 

  http://www.mlit.go.jp/jtsb/demaekouza.html 

出 前 講 座 一 覧 

№ 講 座 名 主な対象 講 座 内 容 

1 運輸安全委員会について 一般(高校生以上) 
運輸関係事業者等 

運輸安全委員会の組織経緯、業務などについてわか
りやすく説明します。 

2 事故調査って何だろう？ 小学生以上  小学生以上の子供に「事故調査」についてわかりやす
く説明します。 

3 航空事故調査について 一般(高校生以上) 
航空関係事業者等 

航空事故調査について、その経緯や具体例などを交
えて説明します。 

4 鉄道事故調査について 一般(高校生以上) 
鉄道関係事業者等 

鉄道事故調査について、その経緯や具体例などを交
えて説明します。 

5 船舶事故調査について 一般(高校生以上) 
海事関係事業者等 

船舶事故調査について、その経緯や具体例などを交
えて説明します。 

6 船舶事故調査（火災、爆発、
機関故障）について 

一般(高校生以上) 
海事関係事業者等 

火災、爆発、機関故障に関する船舶事故調査につい
て、その経緯や具体例、対策などを交えて説明しま
す。 

7 運輸安全委員会ダイジェスト
について 

一般(高校生以上) 
運輸関係事業者等 

これまでに発行した運輸安全委員会ダイジェストを
もとに、各モード横断的に事故等事例紹介や各種統
計資料についての解説を行います。 

8 運輸安全委員会ダイジェスト
（航空事故分析集）について 

一般(高校生以上) 
航空関係事業者等 

運輸安全委員会ダイジェストにおいて、航空事故分
析集として扱った各テーマについて解説を行いま
す。 

9 運輸安全委員会ダイジェスト
（鉄道事故分析集）について 

一般(高校生以上) 
鉄道関係事業者等 

運輸安全委員会ダイジェストにおいて、鉄道事故分
析集として扱った各テーマについて解説を行いま
す。 

10 運輸安全委員会ダイジェスト
（船舶事故分析集）について 

一般(高校生以上) 
海事関係事業者等 

運輸安全委員会ダイジェストにおいて、船舶事故分
析集として扱った各テーマについて解説を行いま
す。 

11 船舶事故発生の傾向と再発防
止について 

一般(高校生以上) 
海事関係事業者等 

「船舶事故ハザードマップ」を用いて、船舶事故の多
発する海域やリスクについて図解し、事故防止対策
について説明します。 

12 

地方事務所の分析集（船舶事
故関係）について 
［函館、仙台、横浜、神戸、
広島、門司、長崎、那覇の各
地方事務所］ 

一般(高校生以上) 
海事関係事業者等 

地方事務所の分析集について、各テーマの解説を行
います。 
※リストは以下をクリックすると確認できます 
http://www.mlit.go.jp/jtsb/bunseki-
kankoubutu/localanalysis/localanalysis_new.html 

※№12 は、原則、地方事務所の管轄区域のご依頼に限らせていただきます。 
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お申し込みから講演実施までのフローチャート 

 

 

 

 

７ 事故被害者情報連絡室の活動状況等について 

 

運輸安全委員会では、被害者やそのご家族、ご遺族の心情に十分配慮し、事故調査に関する

情報を適時適切に提供するとともに、ご意見などに丁寧に対応することを目的に、平成23年4月、

被害者等への事故調査情報提供窓口を設置し、さらに情報提供を推進するため、平成24年4月に、

訓令上の組織として「事故被害者情報連絡室」を設置し、地方事務所にも情報提供窓口を置き、

事務局が一体的に対応しております。 

平成28年は、航空・鉄道・船舶事故32件の被害者等49名の方へ事故調査等の情報提供を行い

ました。 

また、その他の活動状況等は次のとおりです。 

 

○事故被害者への慰霊について 

運輸安全委員会では、日本航空123便墜落事故現場である群馬県多野郡上野村の御巣鷹山へ

慰霊登山を行い、また各所の事故現場において、運輸安全委員会委員や事務局長らによる献花

を行い、お亡くなりになった方々のご冥福をお祈りさせていただきました。 

実際に慰霊させて頂くことにより、今なおつらい思いをされている方の思いに触れ、ご遺族

や被害者の心情に寄り添うことの重要性を再認識いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

御巣鷹山墜落事故献花台での慰霊      竹ノ塚踏切事故献花台での慰霊 

  

出前講座一覧
から希望講座
を選択

メールまたは
ＦＡＸで申込
み

講座担当者が
依頼者にご連
絡

講座担当者と
事務手続きや
講演内容の調
整

講演実施

資料作成など約１か月
程度かかります 

※ FAX にてお申し込みの
際は、送信後お電話で到
達確認をお願いいたし
ます。  
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６ 出前講座（講習会等への講師派遣） 

 

 運輸安全委員会では、私たちの行っている業務について

もっと知っていただくとともに、皆さんのご意見やナマの

声を聞かせていただく場として「出前講座」を行っていま

す。 
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基に、受講者のニーズに合わせた内容を盛り込むなど柔軟に対応しています。 

 申込み方法は、運輸安全委員会のホームページをご覧ください。 

  http://www.mlit.go.jp/jtsb/demaekouza.html 

出 前 講 座 一 覧 

№ 講 座 名 主な対象 講 座 内 容 

1 運輸安全委員会について 一般(高校生以上) 
運輸関係事業者等 

運輸安全委員会の組織経緯、業務などについてわか
りやすく説明します。 

2 事故調査って何だろう？ 小学生以上  小学生以上の子供に「事故調査」についてわかりやす
く説明します。 

3 航空事故調査について 一般(高校生以上) 
航空関係事業者等 

航空事故調査について、その経緯や具体例などを交
えて説明します。 

4 鉄道事故調査について 一般(高校生以上) 
鉄道関係事業者等 

鉄道事故調査について、その経緯や具体例などを交
えて説明します。 

5 船舶事故調査について 一般(高校生以上) 
海事関係事業者等 

船舶事故調査について、その経緯や具体例などを交
えて説明します。 

6 船舶事故調査（火災、爆発、
機関故障）について 

一般(高校生以上) 
海事関係事業者等 

火災、爆発、機関故障に関する船舶事故調査につい
て、その経緯や具体例、対策などを交えて説明しま
す。 

7 運輸安全委員会ダイジェスト
について 

一般(高校生以上) 
運輸関係事業者等 

これまでに発行した運輸安全委員会ダイジェストを
もとに、各モード横断的に事故等事例紹介や各種統
計資料についての解説を行います。 

8 運輸安全委員会ダイジェスト
（航空事故分析集）について 

一般(高校生以上) 
航空関係事業者等 

運輸安全委員会ダイジェストにおいて、航空事故分
析集として扱った各テーマについて解説を行いま
す。 

9 運輸安全委員会ダイジェスト
（鉄道事故分析集）について 

一般(高校生以上) 
鉄道関係事業者等 

運輸安全委員会ダイジェストにおいて、鉄道事故分
析集として扱った各テーマについて解説を行いま
す。 

10 運輸安全委員会ダイジェスト
（船舶事故分析集）について 

一般(高校生以上) 
海事関係事業者等 

運輸安全委員会ダイジェストにおいて、船舶事故分
析集として扱った各テーマについて解説を行いま
す。 

11 船舶事故発生の傾向と再発防
止について 

一般(高校生以上) 
海事関係事業者等 

「船舶事故ハザードマップ」を用いて、船舶事故の多
発する海域やリスクについて図解し、事故防止対策
について説明します。 

12 

地方事務所の分析集（船舶事
故関係）について 
［函館、仙台、横浜、神戸、
広島、門司、長崎、那覇の各
地方事務所］ 

一般(高校生以上) 
海事関係事業者等 

地方事務所の分析集について、各テーマの解説を行
います。 
※リストは以下をクリックすると確認できます 
http://www.mlit.go.jp/jtsb/bunseki-
kankoubutu/localanalysis/localanalysis_new.html 

※№12 は、原則、地方事務所の管轄区域のご依頼に限らせていただきます。 
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事故被害者情報連絡室では、情報提供を推進するため、事故被害者等の皆様へ「連絡先伝達カー

ド」をお渡ししております。 

事故の被害者及びそのご家族・ご遺族の皆様からの事故調査に関するお気づきの点などについ

て、お話をお伺いしておりますので、下記連絡先までお気軽にご連絡を頂けましたら幸いです。 

 

＜連絡先伝達カード＞ 

 

 

Japan Transport Safety Board 

Japan Transport Safety Board 

事故に遭われた方々への 
 情報提供を行っています。 

運輸安全委員会事務局 

事故被害者情報連絡室 

電 話: 03-5253-8823  : 03-5253-1680 

メール: jtsb_faminfo@mlit.go.jp 

住 所: 〒100-8918 東京都千代田区霞が関2-1-2 
 

函館事務所：0138-43-5517  仙台事務所：022-295-7313 

横浜事務所：045-201-8396  神戸事務所：078-331-7258 

広島事務所：082-251-4603  門司事務所：093-331-3707 

長崎事務所：095-821-3537  那覇事務所：098-868-9335 

運輸安全委員会事務局 事故被害者情報連絡室 

Japan Transport Safety Board 
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１ 国際協力の目的及び意義について 

運輸安全委員会の調査対象には、航空や船舶のように、国際的な性格を持つものが含まれ、

それらの事故等調査の制度及び運営には国際機関が関与し、調査の過程でも、関係各国の事故

調査当局と協力・連携する必要が生じてきます。 

航空事故等の場合には、事故等が発生した国のほかに、航空機が登録されている国、運航者

の所在する国、航空機を設計及び製造した国が関係国ということになります。国際民間航空条

約の附属書により、発生国に調査を開始し実施する責任があるとされる一方、その他の関係国

も調査に参加する代表を任命する権限と責任が与えられており、これら関係国の事故調査機関

が適切に連携し、調査を行っていくことが必要になります。 

また、同様に船舶事故等についても、海上人命安全（SOLAS）条約によって、一定の船舶に

ついて旗国による調査が義務づけられているほか、事故等の発生した沿岸国や犠牲者の発生し

た国などの利害関係国も調査を行うことができることとされ、事故等調査の標準的な仕組みが

定められています。旗国や利害関係国は相互に情報交換などの調査協力をしながら、事故等調

査を進めていくものとされています。 

このようなことから、事故等が発生した場合の相互の連携を円滑にするとともに、日頃から

事故等や調査手法に関する情報を共有し、世界的なレベルでの再発防止の実を上げるために、

各交通モード別及び交通モード共通の種々の国際的な会合が開催されており、当委員会も積極

的に参加しています。また、国際的な機関の存在しない鉄道事故等調査においても、各国の基

本的な調査制度はおおむね標準化されていることから、事故等調査情報の交換のために、主要

国で様々な国際セミナーが開催されています。さらに、海外の大学等では事故等調査の専門研

修課程を設けているところがあり、それらにも積極的に調査官を派遣しているところです。 

このように、当委員会では、個々の事故等調査で得られた知見の国際的な共有を通じて、我

が国及び広く世界における運輸の安全性向上が図られることを目指しています。以下、これら

の取組みについて、平成28年の主な国際的な動向を個別に紹介していきます。 

 

２ 国際機関の取組み及び運輸安全委員会による国際機関への貢献 

（１）国際民間航空機関の取組み及び運輸安全委員会の関わり 

国際民間航空機関（ICAO: International Civil Aviation Organization、本部:カナ

ダ・モントリオール）は昭和22年に国際連合の専門機関として発足し、我が国は昭和28年

に加盟しました。ICAOは、総会、理事会、理事会の補助機関である航空委員会、理事会の

下部機関である法律委員会、航空運送委員会、共同維持委員会、財政委員会等、事務局及

び地域事務所で構成されています。また、この他に、特定の案件について招集される航空

会議、各種部会、パネル等の専門家会議があります。平成29年3月現在、191カ国がICAOの

メンバーとなっています。 

ICAOの目的は、国際民間航空条約（Convention on International Civil Aviation、

「シカゴ条約」）第44条で「国際航空の原則及び技術を発達させ、並びに国際航空運送の

計画及び発達を助長すること」であると定められており、国際航空運送業務やハイジャッ

ク対策等の航空保安に関する条約作成、締約国の安全監視体制に対する監査、環境問題へ

の対応など多岐にわたる活動を行っています。 

ICAOは、世界的な統一ルールが必要と考えられる事項について、国際民間航空条約の附

属書（ANNEX）を制定しています。附属書は、航空従事者の技能証明、航空規則、航空機
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